
（財）愛媛県文化振興財団・Ⅷ　出資法人及び県所管課による評価（１次評価）

取組み項目 取組の目標達成の評価

組織体制の見直し 十分達成している

経営基盤の充実・強化 十分達成している

役職員数及び給与制度の見直し 十分達成している

財政的関与の見直し 十分達成している

人的関与の見直し 十分達成している

経営情報の開示 十分達成している

１　出資法人の自主性・自律性の向上に向けた取組
（1）組織体制の見直し
【評価： 十分達成している 】

（２）経営基盤の充実・強化
【評価： 十分達成している 】

（３）役職員数及び給与制度の見直し
【評価： 十分達成している 】

２　県の関与の適正化に向けた取組
（1）財政的関与の見直し
【評価： 十分達成している 】

（２）人的関与の見直し
【評価： 十分達成している 】

３　経営情報等の積極的な開示に向けた取組
【評価： 十分達成している 】

４　総合的評価

○　経営情報等の開示
経営情報等については、事業報告及び決算状況を全て開示し、ホームページに掲載しており、計画を39.7％上回る6,425千件のアクセス数であった。

　平成18年度は愛媛県県民文化会館の指定管理者として、収入の増加と経費の節減に努めるとともに、会館設備の改修・修繕を積極的に進めた。
　法人の自主性・自律性の向上に向け、組織体制・経営基盤の充実強化に取り組んだ結果、各取組みへの達成度は高いと考えられる。
　また、県からの委託料・補助金の削減等、県の財政的支援の軽減に成果を上げた。

○　効果的かつ効率的な経営
　公益法人会計基準の改正に伴なう図書在庫品の資産計上（26,428千円）及び当期収益増等により正味財産額が32,546千円増加した。
　利用料金収入は取組指標の97.8％であったが、経費削減により当期利益5,834千円を計上し、平成17年度に続き運用財産の取崩しを行なっていない。
○　積極的な収入の確保
　新規利用者の開拓や既利用者の定着化、芸術文化事業収入の増加を図り、積極的な収入の確保に努めた。また、基本財産の有利な運用に努め、金利の上昇
もあり運用益が増加した。平成19年度は更に利用者の増加を図る。
　
【18年度2次評価に対する対応】
　企業への展示会・説明会などの案内、各種試験会場の案内、県下中学・高校への文化活動発表等の案内を強化するとともに、館内広告事業などの新しい財源開拓を検
討する。

○　役職員等の削減
　職員については法人の組織改正に伴い、県派遣職員2名・県ＯＢ2名を削減した
○　給与等の見直し
　平成18年度から基本給の一律10％削減を実施し、勤勉手当を業績による支給とした。平成18年度は業績良好につき、勤勉手当（1.4月分）を支給した。

【18年度2次評価に対する対応】
　平成20年度から施行される公益法人制度改革で、理事及び評議員を見直す必要があるため、これに合わせて理事及び評議員の適正な人員を検討する。

○　県からの委託料の削減
　指定管理者制度に伴い、県からの委託料を大幅に削減した。
○　県からの補助金の削減
　県からの派遣職員を減員し、人件費補助金を削減した。また、芸術文化事業に対する県からの補助金は廃止した。

【18年度2次評価に対する対応】
　一層の経費節減と収入の増加を図り、指定管理者として自主的な施設改修・修繕を実施することにより、県の財政的支援の軽減に努める。

○　県派遣職員の引揚げ
　指定管理者制度移行により、指定管理部門に係る県派遣職員2名を減員した。
○　県ＯＢの役職員就任の見直し
　生活文化センターの県ＯＢ2名退職により、県ＯＢ2名を減員した。

【18年度2次評価に対する対応】
　文化事業に携わる県派遣職員の引き上げについては、現状では人員的・経費的にプロパー職員を充てることが困難であるため当面は派遣を継続するが、今
後、法人の経営状況や人材の状況等を勘案しながら、人的関与のあり方を検討する。

●取組の評価分布図 ●個別取組項目の評価総括表

○　プロパー職員研修の充実
　経営改善に取り組める人材の育成のために職員研修を積極的に実施した。平成18年度は防災・安全・救命等に重点を置いて実施した。平成19年度は更に研
修を充実させ、職員の資質向上と意識改革を行っていく。
○　法人の組織改正
　指定管理者制度導入に伴い、平成18年度から本部事業部門から指定管理事業部門を独立させた法人の組織改正を行なった。
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